
 

 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

農 業 会 議 だ よ り 
 

第 55 号・令和 7年 5 月 

発行：一般社団法人佐賀県農業会議 

【内容】 

1．プラスワン運動について               

2．理事会で令和７年度事業計画を承認                        

3．農業委員会の改選で新会長が就任  

4．さが農林漁業働く環境 サポート補助金について 

5．農業委員会新任職員研修会・市町農業委員会事務局長会議を開催 

6．多久市農業委員会の取り組みについて  

7．女性農業委員（有田町・池田美由紀さん）の紹介  

8．頑張る農業者（下村ファ－ム 下村幸蔵さん）の紹介  

9．農業者年金の加入推進について 

10．全国農業新聞の普及推進、全国農業図書の紹介について 

11. 農業会議職員の役割分担について 

12. 常設審議委員会の結果について 

13. 今後の行事予定について 

（有田町 農業委員を務める池田美由紀さん） 



1．プラスワン運動について 
 令和 7 年 4 月から、佐賀県の農業委員会全体の取組みとして「プラスワン運
動」を実施します。 

これは、①農業委員・農地利用最適化推進委員同士があらためて自分の地域
農業の現状を話し合い、②何ができるかを考え、③「今行っていることに加え
て何か一つ」行動に移し、④定期的に委員同士で情報交換することで、また新
たな活動につなげていくというもので、これに取り組むことで「農地を守り、
担い手を育てる」という農業委員会の役割をしっかり果たしていこうという運
動です。 
 この先、農業の担い手は激減することが見込まれており、現在耕作している
農地を守っていくためには、農地の集積・集約、遊休農地の発生防止、新規参
入の促進といった農地利用の最適化の取組が非常に重要です。また、農業者の
将来の生活安定のための農業者年金の推進、農業施策や農地制度などの情報を
農家へ伝えることも大事な取組です。 
 委員の皆さんがこの運動を通して積極的に活動することで、地域農業の維
持・発展により一層つながることを期待しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
☆活動の例 
 ・日常的な農家への声かけ      ・農地制度や業務などの勉強 
 ・定期的な農地の合同巡回   ・担当地区の地域計画及び目標地図の把握 
 ・地域計画の見直しに向けた話し合いへの参加、意向把握 
 ・山林・原野化している農地の現地確認  ・新規就農者を訪問、定着支援 
 ・相続登記の義務化の周知  



2．理事会で令和７年度事業計画を承認 
                        
 農業会議は 3 月 25 日に佐賀市で「第 18 回理事会」を開催し、令和 7 年度の
事業計画及び収支予算書について承認され、また、県より農業委員会ネットワ
ーク業務に関する事業計画及び収支予算について 3 月 27 日付で認可承認を受
けました。 

令和 7 年度の事業計画の主な内容は次のとおりです。 
 
（1）事業方針 

農業・農村を取り巻く情勢は、人口減少や高齢化に伴う担い手不足、生産資
材の価格高騰、鳥獣被害、猛暑・大雨等の自然災害や食料安全保障上のリスク
の高まりなど様々な課題に直面しています。 
 このような中、国は昨年、食料安全保障の在り方や食料の安定供給の確保、
農業の持続的な発展などの観点から、農業政策の方向性を示す「食料・農業・
農村基本法」が改正されました。 

この改正を受け、今後５年間の農政の計画である「食料・農業・農村基本計
画」の検討が行われ、食料安全保障の具体化に向けた水田政策や農産物の価格
形成、人・農地の確保等の施策が示されます。 

本県においても今後、農業従事者が急速に減少することが見込まれており、
農業・農村を維持していくため担い手の確保や優良農地を将来に引き継ぐこと
などが喫緊の課題となっています。 

このような中、市町では将来の地域農業の在り方や農地利用の姿を明確にし
た地域計画が策定され、今後は担い手不在の農地の受け手の特定や集約化に向
けた話し合いなど、地域計画の実現やブラッシュアップに向けて取り組むこと
とされています。 

このようなことから、農業会議は、本県農業の維持・発展に向け、担い手を
育成するとともに、食料生産の基盤である農地を次の世代に引き継いでいける
よう、農業委員会をはじめ、県・市町・農業団体など関係機関・団体と連携を
密にし、農地制度の適正な運用や農地利用の最適化の推進、担い手の確保・育
成、農業経営発展の支援などに取り組んでいくこととします。 

特に、地域計画の実現やブラッシュアップに向けた取り組みをはじめ最適化
活動のさらなる推進を図るため、「プラスワン運動」を実施するとともに、改
選農業委員会が引き続き適切に活動できるよう積極的に支援していくこととし
ます。 

また、県立大学の設置に伴う農業会議の移転（令和８年夏頃予定）について
準備等を行います。 

 
（2）主な事業内容 
①総会等の開催 
・総会･･･年１回（令和７年６月 16 日） 
・理事会･･･年２回（令和７年５月 21 日、令和８年３月下旬） 
・監査、役員会･･･年１回（令和７年５月 19 日） 
 
②常設審議委員会･･･毎月 15 日予定、３０ａ超の農地転用案件の審議 



③要請活動 
市町農業委員会では、農業委員・推進委員の日常活動や農業者との意見交換

会、地域計画の策定に向けた話合いの場などにおいて農業者からの意見をくみ
上げています。 

このような現場活動等で得られた農業者の声を取りまとめ、地域計画の実現
をはじめ、優良農地の確保や担い手の育成、農業委員会の活動強化などに繋が
るよう国や県等に対して積極的に働きかけていきます。 

また、全国農業委員会会⾧大会（令和７年 5 月 28 日）や全国農業委員会会
⾧代表者集会（令和７年 11 月 27 日）へ参加し要請内容の決議を行うととも
に、今後の農業・農村政策に反映させるため県選出国会議員へ要請活動を行い
ます。 
 
④機構集積支援事業 

農地利用の最適化の推進や農地法等に基づく業務について、着実に農業委員
会が役割を果たせるよう、農業委員・推進委員及び職員を対象に会議・研修等
を実施します。特に、今年度から展開する農地利用最適化活動プラスワン運動
において、農業委員・推進委員の活動を後押しし、地域計画のブラッシュアッ
プや最適化活動の推進、活動日数の増加につながるよう働きかけます。 
 
⑤所有者不明農地対策事業 【新規】 
 地域計画のエリア内に存在する所有者不明農地を有効に活用するため、企画
員を設置し、市町農業委員会や関係機関及び司法書士等の専門家と協力しなが
ら、所有者不明農地の解消を支援します。 
 
⑥農業者年金事業 

農業者の老後生活の安定、福祉の向上及び担い手の確保を図るため、農業者
年金制度の周知・普及を行うとともに、農業委員会等に対する会議・研修会を
実施するなどして、農業者年金業務の適正かつ円滑な事務の実施に努めます。 
 
⑦雇用就農資金事業 

農業従事者の高齢化や後継者不足など担い手の育成・確保が課題となってい
る中、雇用による農業経営基盤の強化と次代を担う人材育成のため、農業法人
等が新たに農業に従事する者や将来独立就農を希望する者を雇用して行う研修
について、全国農業会議所が実施する雇用就農対策事業を受託し、農業法人等
への就農や就農後の独立就農などを支援します。 
 
⑧情報提供推進事業 
（１）全国農業新聞の普及・推進 
 農業委員・推進委員の活動に必要な情報収集や農業者の経営発展に役立つ情
報ツールである全国農業新聞の普及を図るため、農業委員会をはじめ県や関係
機関・団体に購読を推進します。 
（２）全国農業図書の普及・活用 

農業委員・推進委員の日常相談活動に不可欠な「農業委員会手帳」、「業務必
携」、「活動記録セット」等の活用を推進します。 

また、農業者の経営発展を図るため、農業経営、労務管理に関する図書や補
助制度等の情報を積極的に提供します。 

 



（３）農業会議だより等での情報発信 
農業会議が実施した会議・研修会等の実績や農業委員・推進委員等の最適化

活動や新規就農者の紹介等の情報を掲載した農業会議だよりを発行します。 
 
⑨農業経営者サポート事業（さが農業経営・就農支援センター事務局業務） 

農業経営の法人化、規模拡大、円滑な経営継承など農業経営体の多様な経営
課題に対応するため、さが農業経営・就農支援センター事務局設置・運営に係
る業務を県から受託し、関係機関と連携しながら農業者への支援を実施しま
す。 
 
⑩農林水産業の多様な人材確保環境整備事業 【新規】 

物価高騰により収益が減少している県内農林漁業者や農林漁業法人に対し
て、女性や外国人など多様な人材の活躍を後押しするため、県が実施するさが
農林漁業働く環境サポート事業を受託し、農業経営体の職場環境の改善を促進
し、雇用の拡大による生産性向上と人材の確保・定着を図ります。 
 
⑪企業的農業経営推進事業 【新規】 

新規就農者や若い農業者を短期間で高い経営力を備えた担い手へと継続的に
発展・成⾧させていくため、佐賀県農業法人協会と連携し、県内外の優良経営
体の事例収集や優良経営体への視察等を実施するなどして、企業的農業経営を
目指す若い農業人材の育成を図ります。 
 
 
3．農業委員会改選で新会長が就任 

   令和７年４月に鹿島市、神埼市、吉野ヶ里町で農業委員会の改選が行われ、 
新会⾧が就任されました。吉野ヶ里町については中村榮憲会⾧が再任されまし
た。 
   

 

 

 

 

 

 

 

           

 

           

              

鹿 島 市 の 農 業 振 興 ・ 発 展 の た め 、  
農 業 委 員 と 推 進 委 員 が 連 携 を 図 り  
農 地 利 用 の 最 適 化 の 推 進 と と も に
農 地 行 政 に 努 め ま す 。  

職 務 の 重 大 さ に 身 が 引 き 締 ま る
思 い で す 。 神 埼 市 農 業 の 発 展 と
農 業 者 の 皆 様 の 期 待 に 応 え ら れ
る よ う 誠 心 誠 意 努 め て 参 り ま す ｡ 

鹿島市農業委員会 
新会⾧・中村博之 氏 

神埼市農業委員会 
新会⾧・牛島孝一 氏 



4．さが農林漁業働く環境 サポート補助金について 

農業会議では 5 月 7 日（水）～6 月 9 日（月）まで「さが農林漁業働く環境 
サポート補助金」の申請を受け付けています。 

募集要領、交付要綱、申請書等については、ホ－ムペ－ジをご覧ください。  

https://www.sanoukai.jp/ 



 

5．農業委員会新任職員研修会・事務局長会議を開催 
農業会議は、4 月 11 日に佐賀市で「第１回農業委員会新任職員研修会」、4 月

１７日に「農業委員会事務局⾧会議」を開催しました。内容は以下のとおりです。 
 

○第 1 回農業委員会新任職員研修会 
（１）農業委員会の業務について     
（２）プラスワン運動について 
（３）農業委員会サポートシステム関連について 
（４）農業者年金業務について  
（５）情報提供推進について     
 
農業委員会制度や農業委員・推進委員の役割、地域計画、プラスワン運動、農

業委員会サポートシステムの活用、農業者年金業務等について説明。出席した新
任職員からは、「農業委員会業務について広く知ることができてよかった」、「農
業委員会の役割等について理解を深め、今後の業務に活かしたい」等の声が聞か
れました。 
 農業会議では、5 月 12 日に第 2 回農業委員会新任職員研修会を開催するほか、
今後、各種研修会を実施していく予定です。 

 
○市町農業委員会事務局⾧会議 

（１）農業委員会をめぐる情勢について 
（２）令和７年度農業会議事業計画について 
（３）プラスワン運動について 
（４）地域計画の実現について 
（５）令和７年度農業委員会関係予算について  
（６）農業委員会サポートシステムの活用について 
（７）女性委員の登用促進について 
（８）農業者年金の加入推進について 
（９）情報提供推進について 
（１０）常設審議委員会について 

 
 プラスワン運動については、農地利用の最適化をはじめとする農業委員会活
動を一層推進するため、本年度から実施するもので、農業委員・推進委員への働
き掛けを依頼。 

さらに、地域計画の実現に向けた取り組みについては、人口減を見据え、今か
ら地域における将来の姿について話し合いを継続していくことが重要と説明。    

また、農業委員会サポートシステムは、eＭAFF 地図、タブレットを用いた現
地確認アプリ、ワンデスクシステム、意向登録サイト等と連携しており、サポー
トシステム一本化の必要性を説明しました。                      

  



 
6．多久市農業委員会の取り組みについて 
 

【農業委員会の体制】 
任期：令和 5 年 7 月 20 日～令和 8 年 7 月 19 日 
体制：農業委員 12 名、農地利用最適化推進委員 10 名、事務局４名 

 
(1)多久市の概況について 

多久市は、佐賀県のほぼ中央の内陸部に位置し、四方を山々に囲われた盆地
で、東西に平坦部が開け水田等の耕地が所在し、背後はみかん園を中心とした
里山を形成しています。 

耕地面積は 1,380ha となっており、その 73.2%を水田が占め、果樹について
も、みかんやビワ、桃などの生産が盛んです。また、畜産や施設園芸など、複
合経営で発展してきました。 

 
(2)農業委員会の取り組みについて 

多久市農業委員会では、昨年度、タブレット端末を用いた「農地利用状況調
査」を実施しました。 

これまでの調査では、A0 判の大きな地図を広げながら農地を確認していま
したが、タブレットの活用により、特に山間部で現在地を正確かつ瞬時に把握
できるようになり、作業効率が大きく向上しました。この
導入により、事前準備や現地調査にかかる時間も大幅に短
縮できました。 

さらに、農地利用最適化の活動記録や報告についても、
従来の紙による方法から、電子申請サービス「LoGo フォ
ーム」を使った電子報告への移行を進めています。 

事務局が作成した入力フォームに委員がスマートフォン
から活動記録を送信する仕組みです。この取り組みによっ
て、報告のため来庁せずに 24 時間いつでもどこでも記
録・報告が可能となりました。 

すべての農業委員・推進委員が移行したわけではありま
せんが、2 月に研修会を開催して電子報告の理解を深め、
現在では約 60％の委員が LoGo フォームに移行していま
す。 

 
※「LoGo フォーム」とは、LGWAN とインターネット

双方の環境で、申請・申込や予約などのフォームを作
成でき、迅速な集計やグラフ化も可能な電子申請サービスです。 

 
また、例年多久駅周辺で開催されていた「多

久まつり」が昨年度は、北多久公民館の敷地内
に場所を移して開催され、農業委員会も 11 月
24 日に農事相談窓口を開設し、日ごろお会い
できない市内の農業従事者のみなさんなど来場
者の農事相談を受けました。併せてアンケート
を実施するなど農業委員会への理解を深める取
り組みも行いました。 

今後も試行錯誤を重ねながら地域農業の持続
的な発展のため、活動を続けていきます。  



 
7．女性委員の紹介 有田町農業委員会 池田美由紀さん 
 有田町農業委員会で３期目の農業

委員を務める池田美由紀さん（39）。

大学で農業を学び、金融機関や公務

員を経て、地域起こしの仕事に関わ

る中で 2018 年に中立委員に就任。

その後 2021 年に新規就農し、現在

「みゆきファーム」でイチゴ 10a、

米３ha を経営されています。 

 就農を大きく後押ししたのは、農業

委員会女性協議会の県内研修で、米・麦・大豆約 15ha を耕作し、さらに加工ま

で手掛ける女性委員の経営を視察したこと。それまでも農業をしたいという思

いは抱いていたものの、女性が農業をするのは無理だという周りの声があり、就

農に踏み切れませんでした。研修で「女性でもこれだけの規模の経営ができるん

だ」と勇気をもらい、コロナ禍を機に就農されました。 

 昨年からは、通年雇用のための夏場の仕事として、ドローンによる肥料・農薬

散布やラジコン草刈機を使った草刈り等の農作業支援も開始。新聞折込で広告

したところ、「代わりに田を作ってくれないか」との問い合わせを多く受けたと

のこと。農業委員となり、どこに行っても若い人や作る人がいないという声を聞

く状況で、地域の農地を守りたいとの思いは強く持っており、依頼があった農地

を借り受け米の耕作も始められました。今後はイチゴを規模拡大し、その収益で

より多くの農地を借り受けられるよう、イチゴと米の両輪で経営を成り立たせ

ていきたいと考えられています。また、今年 5 月に法人化を予定され、地域の雇

用の受け皿になるだけでなく、多様な働き方ができるような経営を目指したい

とのことです。 

 「これまで地域の組織といくつか関わってきたけれども、若い人の意見が通ら

ない現状があり、地域の衰退につながるのではと懸念している。農業委員・推進

委員もぜひ若い人にやってほしい。」と話す池田委員。これからを担う農業委員

として、また地域の担い手として、今後の活躍が大きく期待されます。 

 

  



 
8．頑張る農業者 下村ファ－ム 下村幸蔵さん  

佐賀市久保泉町の㈲下村ファーム代表の下村幸蔵

さん（54）は、有機肥料を使用した米・麦・大豆を

栽培しています。県稲作経営者会議および県農業法

人協会の会員でもあり、以前は佐賀市農業委員会の

推進委員を務めました。 
その下村さんが代表を務める下村ファームでは、

菜種も 12 ㌶栽培しており、菜種油「菜種油三吉」

を販売しています。 

  菜種の品種は遺伝子組み換えでない「ななしき

ぶ」を１００％使用。低温圧搾搾りで搾油し、和紙

と布で濾過した一番搾りのみを詰めたこだわりの逸品です。 

三吉は数量限定で販売されており、下村代表の兄・敬一郎さん

が店主を務める佐賀市川副町の「江頭一郎商店」で購入できま

す。 

同店はオンライン販売も対応。三吉と佐賀県産の塩と海苔を使

用した「江頭一郎のり」や下村代表が生産する「幸蔵米」も購入

できます。 

  詳細は「江頭一郎商店」で検索。 

 

 
下村代表(右)、 敬一郎さん(中央)と敬一郎さんの妻・裕巳さん(左)  



 
9．農業者年金の加入推進について 

昨年度も農業者年金の加入推進にご尽力いただき、本当にありがとうござい
ました。 

県で定めた新規加入者の目標達成率は 91％で、達成まであと 5 人でしたが、
農業者年金基金が定めた目標達成率は、 

【全体】118.2％（全国 6 位）  
【20～39 歳（若い農業者）】161.5％（同 1 位）  
【女性】93.8％（同１１位） 

という好実績で、特に若い農業者部門は目標を大きく上回り、女性部門は目標達
成まであと 1 人でした。 

また、唐津市・白石町農業委員会におかれては、下記の部門で「農業者年金表
彰理事⾧賞」を受賞されました。 

 
唐津市 
農業委員会 

新規加入者（20 歳から 39 歳）部門 第７位 
目標達成度合い（20 歳から 39 歳新規加入目標数
５人から９人）部門 

第３位 

白石町 
農業委員会 

新規加入者（20 歳から 39 歳）部門 第５位 
目標達成度合い（20 歳から 39 歳新規加入目標数
５人から９人）部門 

第１位 

 

○令和 6 年度新規加入実績○ 
 

 

  

市町名 目標 実績 達成率 市町名 目標 実績 達成率
佐賀市 8 10 125% 吉野ケ里町 1 0 0%

唐津市 12 12 100% 基山町 1 0 0%

鳥栖市 1 0 0% 上峰町 1 0 0%

多久市 1 2 200% みやき町 1 1 100%

伊万里市 4 2 50% 玄海町 2 2 100%

武雄市 2 0 0% 有田町 1 1 100%

鹿島市 3 6 200% 大町町 1 0 0%

小城市 3 1 33% 江北町 1 0 0%

嬉野市 2 1 50% 白石町 7 12 171%

神埼市 2 0 0% 太良町 3 2 67%

計 57 52 91%



※加入率は 2020 年農林業センサスの

基幹的農業従事者数（20～59 歳）及

び令和 7 年３月末時点の被保険者数を

基に算出。 

今後農業を支える若い農業者や女性等に制度の特色が広く理解され、加入に

つながることで、農業への定着や経営の安定等が期待されます。 

若い農業者や女性農業者をはじめ、農業者年金制度を「知らない」で加入で

きなかったという農業者をなくすことを目標にしながら、「１委員・１期・１

人以上の新規加入者を確保」を合言葉に、引き続き制度の普及・加入推進をよ

ろしくお願いします。 

 

○令和 7 年度新規加入目標○               ○加入推進活動の流れ○ 

  

市町名 目標 加入率
佐賀市 7 27.4%

唐津市 11 22.2%

鳥栖市 1 17.5%

多久市 1 18.5%

伊万里市 3 17.8%

武雄市 1 28.2%

鹿島市 2 25.2%

小城市 3 24.5%

嬉野市 2 19.2%

神埼市 2 14.6%

吉野ケ里町 1 15.4%

基山町 1 5.3%

上峰町 1 31.6%

みやき町 1 29.3%

玄海町 2 23.7%

有田町 1 30.0%

大町町 1 22.2%

江北町 1 34.3%

白石町 6 27.8%

太良町 3 11.6%

計 51 23.6%



  



 
10．全国農業新聞の普及推進・全国農業図書の紹介 

 
～農業委員・推進委員１人・１年・1 部純増を！！～ 

                      
                        令和 7 年 5 月現在 

 

 

 

 
｢全国農業新聞｣を是非、購読しましょう 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

農業委員会組織では、全国農業委員会会⾧大会の決議に基づき、 

農業委員・推進委員全員に「全国農業新聞」を購読いただく 

活動に取り組んでいます。 

全国農業新聞は、農地利用最適化活動や地域計画の策定推進 
など各委員が地域で活動に取り組む上で参考になる情報が満 
載されています。 

 また、農業情勢や農業政策についての記事も充実しており、農業委員・推進委
員が活動する情報源となっています。 

 

市町名 目標 部数
目標達成

まで

委員

未購読数
市町名 目標 部数

目標達成

まで

委員

未購読

佐賀市 187 161 26 5 吉野ヶ里町 37 31 6 8
唐津市 123 104 19 4 基山町 21 17 4 1
鳥栖市 51 42 9 0 上峰町 18 14 4 2
多久市 51 42 9 0 みやき町 36 28 8 0

伊万里市 74 59 15 4 玄海町 30 24 6 0
武雄市 83 65 18 0 有田町 37 31 6 4
鹿島市 75 45 30 12 大町町 19 12 7 0
小城市 79 67 12 5 江北町 35 31 4 0
嬉野市 64 52 12 4 白石町 62 49 13 5
神埼市 74 59 15 20 太良町 44 36 8 0

農業会議 100 90 10

1,300 1,059 241 74



ご購読者の皆様へ
全国農業新聞 購読料改定のお知らせ

日頃より全国農業新聞をご愛読いただきありがとうございます。

この度、令和８年４月１日より、下記の購読料に改定させていただきます。

・新聞購読料 （税込）：月額900円 （現行：月額700円）

・電子版購読料（税込）：月額700円 （現行：月額500円）

弊紙は農業委員会系統の組織紙として、「農政」「経営・技術」「地域
の話題」の観点から読者の皆様が「共感できる、身近でより親しまれる、
読みやすい新聞」を目指して参りました。

平成27年に月額700円に改定して以降、10年間据え置いております。こ
の10年間、さまざまな経費削減に全力で取り組んで参りましたが、昨今の
新聞の印刷や発送、用紙費といった発行経費等の価格高騰により、現行の
購読料では安定的な情報提供が困難になってきております。

購読者の皆様にご負担をお願いすることなり、誠に申し訳ございません
が、将来にわたる安定的な情報提供活動を維持するため、上記のとおり購
読料の改定をさせていただきます。

今後は、読者の皆様が弊紙をより楽しめるよう紙面の更なる質的向上を
進めるとともに、令和8年1月を目途に電子版を改良し、オンラインによる
情報提供の強化に取り組む所存であります。

なお、電子版については新聞購読されている場合、追加料金なしでご覧
いただけます。電子版への切り替えをご検討される方は下記にお問い合わ
せくださいますようお願い申し上げます。

全国農業新聞電子版の申込はこちら

〇お問い合わせ先
佐賀県農業会議：0952-20-1810（担当：徳永)
または
全国農業会議所：03-6910-1130
※平日9:00～17:00



○全国農業図書 
 
はじめての農業委員会 活動記録簿記入の手引 
記入のポイントをわかりやすく解説！ 

農地利用最適化に向けた活動記録簿の具体的な記入例を紹
介する、農業委員・推進委員を対象とした記入の手引です。 

購入者特典として、最適化活動分類表（分類例と詳細欄の活
動内容記載例を収録）を付録しています。耐久性がある素材で
作成しています。 

京都府の京丹波町農業委員会で活動記録の記入に大きな役
割を果たしている手引をもとに作成されています。 

【税込 660 円】 
 
新 農地全書 第９版 
こんな時どうする？ 農家からの相談と回答 

農地の売買、貸借や転用、相続・贈与など多岐にわたる農地
相談に対応するには、農地法や基盤法、中間管理事業法、農振
法だけでなく、民法、都市計画法、国土法など様々な制度に関
する知識が必要です。 

本書は、これら農地に関する様々な相談を問答形式で分かり
やすくまとめた一冊であり、昭和 47 年以来のロングセラーと
なっています。 

農業委員会の窓口のほか、農業委員や農地利用最適化推進委
員など、地域リーダーの皆さんが農家相談にあたっての座右の
書としてご活用ください。【税込 2,860 円】 
 
農家のためのなんでもわかる農業の税制  
この１冊で“農家の税金”はお任せ！ 

「税金は難しい」と思っている農業者・農業関係者が多いよ
うです。しかし、農業経営に関係する税制のすべてが必要とな
るわけではありません。税制を理解して適切な納税に努めるこ
とは、農業経営の確立・経営管理の高度化にとって、今後ます
ます重要になると考えられます。 

本書は、第１部で農業収入や農地及び農業経営等に係る所得
税、法人税、相続税、贈与税、消費税から国民健康保険税まで
農業者に関係の深い 19 の税金について、文字通り「なんでも
わかる」よう、あらましと各種の特例措置など最新の税制を網
羅しています。【税込 1,320 円】                 

新刊図書の案内 



11．農業会議職員の役割分担について  
令和７年４月１日付で農業会議職員として、新たに山本主幹、草場コ－ディ

ネ－タ－、妹脊主査、柴山主査、山口の５名が着任しました。 
また、事務局職員と担当業務は次のとおりです。 
 

事務局職員と担当業務 
        

役 職 名 氏 名 業 務 内 容 

専 務 理 事 

兼事務局長 
田代 浩幸 

・事務局総括 

・規程、人事、服務、育成資金 

次 長 武藤 正則 

・総務関係の総括   ・総会、理事会 

・所有者不明農地対策事業   ・企業的農業経営体支援事業 

・農業法人協会 

業務課長 千代島 蕗子 

・業務関係の総括   ・総務、経理事務（決算書作成） 

・プラスワン運動   ・機構集積支援事業 

・農業委員会職員協議会 

係 長 徳永 新二 
・総務事務   ・農業委員会サポートシステム   ・調査事業 

・全国農業新聞、全国農業図書   ・農業会議だより 

主 幹 山本 智史 ・常設審議委員会   ・雇用就農資金事業 

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 草場   直 ・農業経営者サポート事業   ・担い手育成総合支援協議会 

主 事 稲富   創 
・農業者年金業務   ・農業簿記指導 

・農業委員会女性協議会   ・稲作経営者会議 

主 査 妹脊   浩 ・さが農林漁業働く環境 サポート補助金 （農業） 

主 査 柴山 雅洋 ・さが農林漁業働く環境 サポート補助金 （漁業） 

嘱 託 大塚 加津子 ・総務、経理事務 

臨時職員 山口 恵理香 ・庶務 

※１年間よろしくお願いします。  

 
農業会議だよりの記事募集について 

 
農業委員・推進委員の日頃からの委員会活動などの情報を提供してください。 
どんな些細なことでも結構です。取材に参ります。 

連絡先 TEL：0952-20-1810  Ｅ-mail：sanoukai@sanoukai.jp 
       担当：佐賀県農業会議 徳永まで  



 12．常設審議委員会の結果（令和7年3月･4月）

○田畑別件数及び面積(㎡)

※田・畑混合の案件があるため、件数の計が一致しない。

13．今後の行事予定

 農地法第４条及び第５条の規定により県農業委員会ネットワーク機構（佐賀県農業
会議）に意見を求められた案件について、常設審議委員会において審議されました。
 第108回、第109回の件数及び面積については、以下のとおりです。

ご予定お願いします！！

月 日 時間 場所 内容
12 13:30 グランデはがくれ 第２回農業委員会新任職員研修会
14 13:30 佐賀総合庁舎 農業委員会職員協議会監査・役員会
15 13:30 佐賀総合庁舎 第110回常設審議委員会
19 13:30 佐賀総合庁舎 監査・役員会
21 13:30 グランデはがくれ 第19回理事会
22 13:00 農業大学校 農業委員会サポートシステム操作研修会 (１日目）
23 10:00 農業大学校 農業委員会サポートシステム操作研修会 (２日目）
27 13:30 グランデはがくれ 農業委員会職員協議会総会・研修会

28･29 13:00 東京都 全国農業委員会会⾧大会・国会議員への要請活動
10 10:00 グランデはがくれ 農業者年金担当者研修会

10:30 第111回常設審議委員会
13:00 第10回通常総会
14:30 農業委員会会⾧会議

16 グランデはがくれ

5

6

件数 面積 件数 面積 件数 面積
第４条 0 -             2 8,089      2 8,089      
第５条 1 7,641      1 3,904      2 11,545    
第４条 0 -             0 -             0 -             
第５条 8 32,238    4 5,405      9 37,643    

畑 計回数 開催日 区分 田

3月17日

第109回 4月15日

第108回


